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研究成果の概要（和文）：　冷戦終結後に日本とイタリアの中央、地方において台頭したポピュリズム型のリー
ダーや政党を対象に理論的、実証的な比較研究を行った結果、それらは民主主義への脅威として片づけられるべ
き現象ではなく、既成政党、既成民主主義体制への批判を通じて民主主義を活性化する側面ももっていることが
明らかになった。
　本研究で重視したもう一つの論点は、ポピュリズムが与党となった場合に統治能力を発揮しうるかどうかであ
った。たしかに、ポピュリズムの急進的、運動的側面と統治能力とは矛盾を孕むが一定の成功も示されており、
それを踏まえて、ポピュリズムを現代的政治現象として正面から位置付けるべきだというのが本研究の結論であ
る。

研究成果の概要（英文）：  A theoretical and empirical comparison between Japan and Italy of populist
 leaders and political parties emerging in central and local governments after the end of the Cold 
War found that the phenomenon is not to be dismissed as a mere threat to democracy, but has an 
aspect as a stimulus for democracy through criticism of existing political parties and established 
democratic systems.
  Another focus of argument in the present study is if a populist party whenin government is able to
 demonstrate governance. The radical and movement-oriented aspect of populism and governance 
capacity indeed contradict each other, but we have seen success at a certain level, based on which 
the author argues that populism deserves to be addressed squarely as a modern political phenomenon.

研究分野： 政治学、比較政治

キーワード： ポピュリズム　統治能力　ベルルスコーニ　サルヴィーニ　レンツィ　グリッロ　小泉純一郎　橋下徹
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究はイタリアと日本におけるポピュリズムの事例、その背景、成立条件、統治能力などを理論的、実証的
に研究したうえで、ポピュリズムは民主主義への脅威として排斥されるべきものではなく、現代民主主義の問題
点を鋭く批判し、市民の政治への期待や参画意識を高めることで民主主義を再生させる側面をもつことを明らか
にした。また、通常の見解とは違い、ポピュリズムが一定の統治能力を持ちうることも明らかにした。
 このことは、冷戦後に極度の流動化を見せているイタリアと日本の現代政治、民主主義の行方を考えるうえで
大きな示唆を与えるだけでなく、民主主義論、日本とイタリアの比較政治の研究にとっても一定の学術的貢献を
為す。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）ヨーロッパでは、冷戦終結以後、イタリア、フランス、オーストラリア、オランダ、ス

イスなど先進諸国で、戦後政治を主導してきた既成政党や通貨統合にまで踏み出したＥＵ
統合を批判するポピュリズム型の新興政党や政治家が急速に台頭する動きが見られた。 

（２）特にイタリアでは、冷戦対立の縛りが消滅し、イタリア共産党が左翼民主党へと「大転
換」を遂げる中で、戦後一貫して与党の基軸であったキリスト教民主党が汚職などのイン
パクトで四分五裂したため、その空白地帯に、北部分離主義を掲げる北部同盟（党首はボ
ッシ）や旧共産党＝左翼民主党への恐怖心をあおるフォルツァ・イタリア（党首はベルル
スコーニ）などの新興政党が急成長を見せた。それに続き、2013 年総選挙以降、五つ星運
動（実質的党首はグリッロ）という左派的要素も含む独特のポピュリズム政党も登場した。
北部同盟やフォルツァ・イタリアは与党も経験している。左翼においても、民主党レンツ
ィ首相のようなポピュリズムといえる事例が登場している。 

（３）一方、日本政治においては、政治改革以後にかなりの流動化がみられたが、自民党、公
明党の連携によりその流動化には歯止めがかかり、2000 年代前半には小泉政権というポピ
ュリズムの事例が生まれたが、国政レベルではそれ以後は生まれていない(2017 年の希望
の党はその兆候を見せたにとどまった)。ただし、地方自治体レベルにおいては、2010 年
代後半に、大坂府・市における橋下徹、名古屋市における河村たかしという典型的なポピ
ュリズムの事例が生まれている。 

（４）政治の国際化、国家の複雑性増大、マスコミの構造変化、伝統的クリーヴィジの衰退などのポピ
ュリズムの一般的前提条件はイタリアにも日本にも存在しており、今後もポピュリズムは現代政治
を分析するうえで不可欠の要素と考えるべきである。特に、それがピープルを正当性根拠としてい
る現象だけに、単に民主主義への脅威としてだけでなく、民主主義の現代的再生への触媒として
も位置付けることが必要である。さらに、もう一方では、ＩＣＴの発達などを背景にモニタリング・デ
モクラシーと呼ばれる民主主義の新しい兆候も生まれている。 

 
２．研究の目的 
（１）上記で述べたように冷戦終結後の日本とイタリアの両国において、小泉首相、橋下徹、河村た

かしやベルルスコーニ首相、レンツィ首相に代表されるような政治のポピュリズム化、ないしパーソ
ナル化が共通の顕著な現象となっている。これらについては民主主義の病理現象とみなす見
解が多いが、私はポピュリズムは政治の国際化、国家の複雑性増大、マスコミの構造的変
化、伝統的クリーヴィッジの衰退などを背景にした現代政治における功罪伴う重要な現象
として捉えるべきだと考える。つまり、冷戦終結後の現代政治を象徴する現象であり、右
派が先行しているとはいえ、左派もまた対応せざるを得ない時代の課題への対応事例だと
いう点を、日伊の中央・地方の諸事例を比較研究することにより明確にすることが本研究
の第一の目的である。 

（２）それを前提に、一方でポピュリズムを生み出しつつ、他方でそれに対抗しようとするモ
ニタリング・デモクラシーをも生み出している現代的状況を踏まえつつ、時代の課題に対
応した新しい民主主義のあり方に関する見通しを明らかにすることが本研究のもう一つの
目的である。 

 
３．研究の方法 
（１）実証的研究としては、予定されている総選挙や欧州議会選挙に合わせてイタリア調査を

行い、ベルルスコーニ元首相及びレンツィ両首相と五つ星運動代表のグリッロを中心にし
て関係者へのヒアリング調査を行った。また、左翼のポピュリズムの代表的事例（ポデモ
ス）を生んだスペインの現地調査も行った。さらに日本においても政党関係者や橋下徹、
河村たかしの関係者に対するヒアリング調査を行った。 

（２）理論的研究としては、まず、日本語、イタリア語、英語の研究文献を渉猟し、イタリア
及び日本のポピュリズムの諸事例についてのこれまでの研究成果を整理した。さらに、パ
ーソナル・パーティ論、政治の大統領制化論、ポピュリズムの言説分析などの諸理論を検
討したうえで、本研究のための基本的な理論枠組みを構築作業を行った。また、ポピュリ
ズム出現の歴史的背景、一般的背景、日本、イタリア独自の政治的背景についても検討を
行った。そして、ポピュリズム理解に関する自らの理論的結論を導き出すとともに、そこ
から日本政治、イタリア政治を踏まえた民主主義の将来像についても理論的考察を行った。 

 
４．研究成果 
（１）本研究の最大の成果は、近年、多くの場合において病理現象として捉えられがちなポピ

ュリズムが、単に民主主義への脅威として片づけられるべきものではなく、既成政党、既
成民主主義体制への批判を通じて民主主義を活性化する側面も持っていることが確認でき
たことである。とりわけ、戦後政治のなかで固定化してきた既得権構造を改革する点では
貴重な突破力を発揮しうる点、個々の市民からの信頼性を失い、市民から拒否感をもたれ
ている政府や政治一般への信頼や参加意識を回復しうる点が重要である。 

（２）ポピュリズムは、その背景にある政治の国際化、国家の複雑性増大、マスコミの構造変
化、伝統的クリーヴィジの衰退などの諸条件が多くの民主主義国に共通するだけに、日伊



以外の国でも見られる現象ではあるが、とりわけイタリアにおいては従来の左右二大政党
が共に消滅、ないし根本的変貌を遂げただけに（日本では社会党は消滅したが自民党は持
続している）、特に顕著に出現したと考えられる。イタリアでは、左右のポピュリズムの
ほか、北部同盟（ボッシ）が衰退したあとに、言説を北部分離主義から移民排斥に転換し
て新たに「同盟」（サルヴィーニ）として再生するという現象や、左右の二つのポピュリ
ズムが連立政権を樹立するという事例すら見られた。「ポピュリズムの国」と呼ばれる所
以である。多くの点で共通する冷戦後の日伊政治であるが、こうした視点からは、日伊現
代政治の重要な相違点も明らかにすることができた。日本では、小泉政権のほかは、国政
レベルでのポピュリズムの事例は生まれておらず、安倍政権が史上最長の任期を持続させ
ている。ただ、このことは、日本政治においてもポピュリズム台頭の可能性が絶えず存在
していることを否定するものではない（①②）。 

（３）本研究で重視したもう一つの論点は、ポピュリズムが与党となった場合に統治能力を発
揮しうるかどうかであった。これには否定的な見解が多いが、日本における橋下徹の事例
のように高い統治能力を示す事例も確認できた（③）。イタリアにおいても、ベルルスコ
ーニ首相やレンツィ首相は相当程度の統治能力を示したし、同盟や五つ星運動も一定期間
政権を担当した実績を持つ。たしかに、ポピュリズムの急進的、運動的側面と統治能力と
は矛盾を孕むが、同時に従来の政権と比べても遜色がない事例もあり、さらに従来の既得
権構造を突破する改革を行う上では優位性を発揮する場面も随所にみられる。こうした統
治における一定の成功も踏まえて、ポピュリズムを現代的政治現象として正面から位置付
けるべきだというのが本研究の結論である。その延長線上に、未だ輪郭は不明確ではある
が、新しい民主主義像を描くべくさらに研究を続けていくべきだと考えている。 
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